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『企業内容開示の動向』要約 
１．企業内容開示の新たな動向 
金融制度の改革によって、企業の会計および監査に関する規制である企業内容開示制度にも
展開が図られている。それは、リスク資本の担い手を広く一般投資者に求めるため、自己責任
による投資意思決定を可能にする投資環境の整備の一環として、企業情報を一般投資者にとっ
て身近なツールと位置づける動向である。 
この動向は、会計および監査に関するルールのさまざまな部分に及んでおり、具体的には、
企業の資産負債に焦点を当てた報告主体の考え方や業績評価の考え方、あるいは企業が公表す
る財務情報の信頼性をより的確に担保するための監査の仕組みなどにも現れている。また、そ
れらにあわせて公表される企業の財務情報以外の開示内容の拡充や企業の開示姿勢が近年注目
されているのも、こうした企業内容の開示をめぐる動向を反映してのことだと考えられる。わ
が国の企業内容の開示実務は、これらによって、比較可能性の高い内容を備えたものとなって
いると考えて良い。 
 会計および監査を含む投資者に対する企業情報の開示に関する実務は、金融商品取引法の定
めによる有価証券報告書の提出制度を中心として行われている。有価証券報告書の記載内容は
多岐にわたるが、本論文は、有価証券報告書の「経理の状況」の箇所に示される連結財務諸表
および財務諸表に係わる会計の論点、それらに添付される監査報告書に係わる監査の論点、お
よびそれら以外の情報も含む有価証券報告書の提出を通じた企業内容等の公表に係わる開示の
論点を取り扱っており、会計、監査および開示に関する３つの領域から、制度的な近時の動向
を踏まえ特徴的な論点について考察して、有価証券報告書制度における企業の情報開示全般に
対する示唆を探ることを企図している。 
会計に関しては、会計情報の報告主体およびそれに関連する会計処理と理論を扱っている。
このため、連結に焦点が当てられており、連結範囲、組織再編、業績評価および連結基礎概念
を検討している。また、連結範囲に関する今日的な問題として、特別目的事業体（SPE）の会
計処理の国際的な動向についても考察している。連結会計情報が重視される意味とそれに適合
する資産負債の評価や基礎となる思考について、著者の見解を示すものでもある。 
監査に関しては、財務諸表監査における内部統制の監査手続について、事例により詳細に分
析した上で内部統制監査の制度をうかがっている。また、近年、特に重要となっている不正、
誤謬および違法行為に関する監査手続、ならびに継続企業の前提に関する監査手続を検討して、
それらが強調されることの意義について検討を進めている。 
開示に関しては、会計情報の訂正に関する議論を概観した上で、１年間にわたり訂正有価証
券報告書の会計情報の訂正事例を分析して、企業内容の開示情報の訂正の実態や訂正に関する
開示姿勢を計り、会計情報の訂正が行われることの今日的な意義を検討している。また、情報
利用者の視点から、会計情報の訂正に関する監査の実態および訂正理由の記載等開示方法につ
いて私見を示している。 
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２．本論文の構成と内容 
本論文の構成とその内容は以下のとおりである。 
第１章 企業内容開示の進展 
金融制度改革はリスク資本の担い手を広く一般投資者に求めるものでもあるが、そのための
企業内容の開示情報は、投資者の期待をより的確に反映するものになりつつある。この機に適
用される会計、監査および開示の問題の意義と課題を示すことにより、企業内容開示の動向に
対する新たな意義づけを行いたい。本章では、その枠組みについて説明している。 
第２章 連結情報の重要性と連結の範囲 
企業情報の報告主体としての連結グループに検討を及ばせることにより、企業の見方と評価
方法としての連結について考察する。意思決定に役立つ会計情報として連結財務諸表の意義、
連結が重視される傾向および連結情報分析の限界を示して、連結の範囲と連結情報の経済的意
味について検討している。 
第３章 組織再編と連結会計 
事業もしくは企業の見方と評価方法としての企業結合を検討することにより、支配という、
事業用資産、事業および企業に共通の視点を提示する。同様の経済的実態を同様に会計処理す
ることの意義とそのための視点としての支配に着目し、会計全般に用いられる基礎的な概念と
して指摘している。 
第４章 少数株主と連結業績 
少数株主の企業組織上の位置づけに応じて変化する連結子会社の支配獲得時の評価方法およ
び業績評価尺度としての包括利益と少数株主持分の関わりについて検討している。特に、株式
や会社を資金の投資手段や投資対象として捉える考え方を示し、それへの適合という観点から
業績評価尺度を検討している。 
第５章 連結基礎概念 
連結ベースでの企業情報の視点は、連結財務諸表を誰の立場で作成表示するかという連結基
礎概念の考え方とも関連している。本章では、連結基礎概念に関わる連結会計処理、企業結合、
業績報告（包括利益）および概念フレームワークに関する会計基準の改訂動向をうかがうこと
により、そこに含まれる連結基礎概念の考え方を抽出して示している。 
第６章 改訂会計基準等と連結基礎概念 
本章では、改訂動向を踏まえて、それらの改訂に係わる連結基礎概念の論点について検討し
ている。また、企業業績の考え方にも及びながら企業情報の会計的な見方と企業情報を開示す
る制度のあり方に注目して、連結基礎概念の考え方について著者の視点を提示している。 
第７章 特別目的事業体（SPE）の会計と報告単位 
連結財務諸表の報告主体を検討する上で特別目的事業体（SPE）は、会計の制度と実務に難
しい問題を呈示している。本章では、特別目的事業体（SPE）の会計基準について、アメリカ、
国際会計基準および日本の進展をうかがいながら連結範囲の論点を検討している。 
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第８章 内部統制の監査手続 
情報利用者に焦点を当てた企業情報開示は、監査実務にも影響を与えている。なかでも、会
計数値の導出プロセスである企業の内部統制に及ぶ監査は、情報利用者の期待に応えるための
監査人の関わりと位置づけることができる。本章では、販売関連業務の設例に基づき、その統
制活動に対する監査手続と関連する実証手続を実務的に説明している。また、内部統制の報告
および監査の制度も概観している。 
第９章 不正、誤謬および違法行為の監査 
情報利用者の期待に応える監査として、監査対象に含まれるかもしれない不正、誤謬および
違法行為に対する監査人の関わりは重要な視点である。本章では、不正、誤謬および違法行為
に対する監査人の取り組みについて手続の観点から例証するとともに、不正の発見要因に及ん
で解説している。 
第 10章 継続企業の前提の監査 
企業破綻などの事例が少なくない現況において、情報利用者は、企業が将来にわたって事業
活動を継続するという前提についての監査人の検討を期待している。情報利用者本位の企業情
報開示の仕組みとして継続企業の情報についての開示と監査は欠かせないものとなっている。
本章では、継続企業の前提についての監査人の手続を理解する。 
第 11章 訂正有価証券報告書における会計情報の訂正動向 
企業内容開示制度の進展に比し、企業側の開示姿勢の変化は必ずしも円滑ではなかった。あ
るいは、企業側の誠実な開示姿勢を促すように企業内容開示制度が進展している実情もある。
近時の有価証券報告書の訂正報告書の提出状況は、情報利用者を志向した企業内容開示の実態
を傾向として窺うことができる。訂正有価証券報告書の提出状況と、そのなかでも会計情報の
訂正に関する論点を整理して、情報利用者のための企業情報開示に関する制度上の問題点につ
いて検討している。 
第 12章 訂正有価証券報告書の会計情報の訂正事例 
訂正有価証券報告書の訂正内容の分析、特にどのようなものが訂正の対象となっているかの
検討とその監査の対応状況の検討は、金融制度改革の開示面での進展と捉えることもできる。
訂正有価証券報告書の訂正事例を紹介することにより、企業の開示姿勢の変化や課題を解いて
いる。 
第 13章 訂正有価証券報告書における訂正理由の記載事例 
訂正有価証券報告書の訂正内容は、訂正報告書の訂正理由の記載からも知ることができる。
訂正内容本文だけでなく訂正理由も明瞭に示すことが情報利用者の便宜であり、提出者の開示
姿勢の現れともとれる。本章では、訂正有価証券報告書に記載された訂正理由である「提出理
由」を分析することにより、企業情報開示の提出者への課題を明らかにしている。 
３．企業内容開示の現代的役割 
自己責任を求められる投資家は、一定の情報の制約のもとで最大の結果を求めようとしてい
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る。継続的に最大の成果を追求する投資家からは、追加的な情報要求や仕組みに対する改正要
求が生ずることはむしろ当然であり、会計、監査および開示の制度は、継続的に情報利用者の
要求に応えていく体制を整えなければならない。経済変化に対応して会計基準、監査基準およ
びそれらを含む開示規制に対する市場からのニーズはますます増加している。 
以上 
